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要約 エネルギー環境教育の支援に関する研究は，当プロジェクトで重点的に取り組んできた研究
テーマである．2000 年から活動している関西地区の研究会では，実践的側面から具体的な学習事例
を積み上げ，教師やそれを支援する者が実際の教育場面で遭遇するであろう様々な課題を抽出し，
その対応策や改善策を提案することを目標としてきた．京都地域を拠点に活動を行ってきた 8 年間
で，エネルギー環境教育における実践事例の開発と提供，企業等の支援のあり方，研究成果の教育
界への発信，地域の核となる人材の養成の点で成果が得られた．特に，企業支援のあり方について
は，相互に知り合う姿勢を持つこと，授業の主体は教師であることを忘れないこと等の留意点を整
理することができた．

キーワード エネルギー環境教育，実践事例の開発と提供，企業支援のあり方，研究成果の発信，核となる人
材の養成

Abstract The research on the support of the energy and environmental education is a topic of
research on which it has emphatically worked by this project. It has acted in the society of the
Kansai since 2000. And it has been aiming piling up practical and concrete study cases, extracting
various problems that teachers and supporters will encounter on an actual educational scene, and
proposing the counter measure and the improvement plan. For eight years when it had acted based
on the Kyoto area, in the energy and environmental education, the result was achieved in the point
of following : development and offer of teaching models, the role of corporate support, providing of
study results to educational field, training of the people who become nuclei in the area. Especially,
onthe role of corporate support we have aganized following notes : the possession of posture in which
it got acquainted mutually, and keeping mind the subject of the class is a teacher.

Keywords energy andenvironmental education, development and offer of teaching models, the role of
corporate support, sending of study results, training of the people who become nuclei

1. はじめに

エネルギー環境教育の支援に関する研究は，原子

力安全システム研究所（以下「INSS」という）発足

以来，我々が一貫して重点的に取り組んできた研究

テーマの一つである．現在は教育関係者等と共に，

関東，関西及び研究所所在県である福井地区の合計

3箇所に研究会を組織して研究を進めている．

関東地区の研究会は研究所設立の翌年である 1993

年に活動を開始した．この研究会は，エネルギー環

境教育を理論的側面から追求しその教育理念に基づ

いてカリキュラムや学習方法を提案することを目標

とする研究会に位置づけられる．これに対し 2000 年

から京都地域を拠点に活動を行ってきた関西地区の

研究会は，関東地区の研究会の成果を踏まえて実践

的側面から具体的な学習事例を積み上げ，教師やそ

れを支援する者が実際の教育場面で遭遇するであろ

う様々な課題を抽出し，その対応策や改善策を提案

することを目標とする研究会に位置づけられる．ま

た 1999 年に活動を開始した福井地区の研究会は，理

科好きを育てる観点から活動している研究会である

が，理科のエネルギー領域に限れば関西地区の研究

会との共通点が多い．

関西地区の研究会は 2008 年度から活動拠点を大阪

地域に移転しているが，本稿では，京都地域を拠点

に活動した 8 年間の研究活動を振り返り，その活動

を通して得られた成果，その中でも特に企業支援の

あり方に関する成果に報告する．
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2. 研究の目的

言うまでもなく，現行の学校教育にエネルギー環

境教育という教科が存在するわけではなく，また，

そのための特別な時間が用意されているわけでもな

い．エネルギー環境教育を行うか否かは学校または

教師の意思・判断による．一方で現在の学校には，

食育，徳育，情報リテラシー教育など，現代の様々

な課題に対応する教育の実施が求められている．

このような状況の中で教師があえて不慣れなエネ

ルギー環境教育を教室に持ち込むには，そもそも学

校教育として取り上げるに値する十分な意義がある

のは当然として，さらに，導入初期の抵抗感を低減

する分かりやすい事例が用意されていて進め方や取

り組みの要点が理解できること，そしてそれをサ

ポートしてくれる組織や指導者が身近にいることが

重要であろう．本研究ではこのような教員の状況を

踏まえて，次の 4つを研究目的とした．

①教育の様々な場面において，教員が容易に取り

組めるエネルギー環境教育の実践事例を提供す

る．

②実践を通して，企業等のエネルギー環境教育へ

の支援のあり方を探る．

③学会発表，セミナーでの報告などの機会を通し

て研究成果を教育界に広く発信し，エネルギー

環境教育の普及を促進する．

④上記活動を通して，核となって地域のエネル

ギー環境教育を指導・発展させられる教員を養

成する．

3. 研究の方法

3.1 研究体制

民間の一研究機関である INSS が学校教育に関す

る研究を直接行うことは不可能である．このため，

学校教育関係者及び INSS の研究員が参加する共同

の研究会を組織し，その研究会に参加する教員メン

バーによる実践または教員メンバーが学校で推進す

る教育プログラムの推進を支援するという方法で研

究を行った．研究会の代表には京都教育大学の山下

宏文教授に就任を依頼した．

研究会における学校教育関係者と INSS の役割分

担及び研究会の運営方法は次のとおりである．

①学校教育関係者

・エネルギー環境教育の課題を取り扱える機会が多

い理科，社会科及び技術・家庭科を専攻する教員

が参加する．

・各教員メンバーは専攻する教科を中心に，実践用

のカリキュラムまたはプログラムを作成する．

・作成したカリキュラムまたはプログラムに基づき

実践授業を実施し，結果を評価する．

・評価結果及び反省事項を踏まえてカリキュラムま

たはプログラムを改善し，実践事例としてとりま

とめる．

② INSS

・エネルギーやエネルギー利用に伴う課題等に関す

る正確な情報や知見を提供する．

・教員メンバーが実施するカリキュラムまたはプロ

グラムの作成，実践，評価及びとりまとめへの協

力・支援（講師派遣及び機材の貸し出し・提供な

ど）を提供する．

・支援を提供する外部機関としての役割，あり方を，

教員メンバーの実施する実践研究への協力・支援

を通して探る．

3.2 研究の進め方

教科や「総合的な学習の時間」に実施する個別の

テーマを対象とするか，または学校全体での取り組

みを対象とするかは，それぞれの立場，専門性及び

考え方を尊重し，教員メンバーの自主性にまかせた．

また，外部から支援を受ける場合の関係機関の選定

についても，教育効果を最優先し教員メンバーの判

断にまかせた．ただし，全体的な研究の方向性は，

全員が参加する全体会を原則 1回／月の頻度で開催

し，確認・調整した．

支援を提供する外部機関としての役割，あり方に

ついては，先行事例の調査や教員メンバーとの情報

交換・論議だけでなく，いくつかの取組を直接，協

力・支援する方法もとった．

4. 研究の全体状況

4.1 活動の推移

研究活動は 2 年間を区切りとして行ってきた．こ

のため 8 年間における活動は表 1 のとおり 4つの段

階に分けられる．

前半の 4年間は，メンバーがエネルギー環境教育
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に対する理解を深め実力を蓄えた期間，後半の 4年

間は，その力を生かして具体的な成果をとりまとめ，

同時に教育界等への情報発信に取り組み始めた時期

とみなすことができよう．

4.2 学校全体での取組事例―京都府木津

川市立山城中学校の実践―

2007年 8月に成果を出版した木津川市立山城中学

校の実践は，学校全体における教育プログラムを確

立した事例である．山城中学校では実践研究を通し

て，中学校 3 年間を見通してエネルギー環境教育を

進めるための学校独自のカリキュラムを開発した．

このカリキュラムは各教科と「総合的な学習の時間」

を連携させて進められる次の 8テーマからなる．

〈1 年生の実践〉

①昔と今のエネルギー利用

②資源・エネルギーとライフスタイル

〈2 年生の実践〉

③食生活と省エネルギー

④江戸の華はエコロジー

⑤エネルギー問題と原子力

〈3 年生の実践〉

⑥消費生活とエネルギー

⑦広がれつながれ省エネの輪

⑧エコなタウンやましろ

各テーマは，エネルギー問題やエネルギー利用に

伴う環境問題を様々な観点から学ばすと同時に，グ

ローバルな視点で考えさせ，「責任ある選択と実践を

行う資質を養う」ことを目標に構成されている．こ

の取り組みは電気新聞が創刊 100周年を記念して創

設した「エネルギー教育賞」の第一回目において，

中・高校の部の最優秀校を受賞している．

この成果はこの受賞を契機に，研究会代表の山下

教授の監修を受けて「山城中学校のエコな挑戦―学

ぶ力・教師力・学校力を育てるエネルギー環境教育

―」のタイトルで国土社から出版した．内容の詳細

についてはこの書籍に詳しいため省略する．

4.3 個別テーマごとの取組事例

個別テーマごとの取り組み事例についても，良好

事例を出版すべく現在準備を進めている．とりあげ

る予定の事例の一部を表 2 に示す．それぞれの事例

は現行教科の単元または「総合的な学習の時間」を

活用したり組み合わせたりして進めたものである．

一般の教師が事例に記載された要点を踏まえて授業

を計画したり事例そのものを真似たりすることに

よって，一定水準のエネルギー環境教育が容易に実

践できるものとなるように，現在，編集を進めてい

るところである．なお，中学校理科の事例は，福井

地区の取組みからとっている．

4.4 研究成果の発信

研究成果の発信は前述の出版だけでなく，学会発

表や関係機関が行う各種セミナー等へメンバーが講

師として参加する等の方法で行った．学会を通じた

発信は 2007年に新設された日本エネルギー環境教育

学会を中心に行っている．2007年の第一回大会にお

いて 4件，翌年の第二回大会においても 4件のメン
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表 1 8 年間における研究活動の推移

それぞれの参加メンバーが，エネルギー環

境教育を習得するため授業実践を試行．

教科教育を中心に，様々な場面について，

企業との連携も取り入れた学習モデル（机

上プラン）を作成．

学習モデル（机上プラン）をベースに実践

研究を実施．

実践事例を積み上げ，新設された日本エネ

ルギー環境教育学会を中心に成果を発表．

また，京都府木津川市立山城中学校の事例

を出版（2007.8）．

2000-01

2002-03

2004-05

2006-07

研 究 活 動年度

図 1 山城中学校の実践事例の出版書籍



バーによる研究事例の発表を行った．これらの発表

を行った教員メンバーは，いずれも地域において核

となってエネルギー環境教育を推進する人材に成長

している．

5. 企業等のエネルギー環境教育への支

援のあり方に関する研究

INSS が直接的に協力・支援できる授業の数は限

られているので，いくつかの取り組みに的を絞って

検討を進めた．また，これと並行して先行事例の調

査及び研究会メンバーとの論議を進めた．

5.1 INSSが協力・支援した取組事例

以下に INSS が支援のあり方を探る観点から協

力・支援した代表的取組事例を紹介する．

5.1.1 小学校 6 年生「理科」において「電磁石の

はたらき」をエネルギー環境教育へつなぐ

事例

(１) ねらい

授業は，理科の学習で芽生えた疑問・興味をきっ

かけに追及を始め，スムーズにエネルギー環境に展

開させることをねらいとしている．教師が不自然に

仕掛けたり無理にやらせたりするのではなく児童の

疑問・興味を生かして，自分たちで能動的に追求し

ているとの感覚を大切にしながら指導を続け，結果

的にエネルギーやエネルギー利用に伴う課題の存在，

それを学んでいくことの重要性に自ら気づかせるこ

とをねらった．

企業等の支援のあり方の観点からは，授業目標の

達成に向けて，教師と支援者が計画段階から実際の

授業まで緊密に連携することによって得られるであ

ろう様々な効果を確認することをねらいとした．

なお，この事例は表 2 の小 6理科・総合のベース

となった取組である．

(２) 内容

a. 学習の流れ

一連の授業は，理科「電磁石のはたらき」の単元

を発展させ，電気を通してエネルギーの大切さを学

ぶように構成されている．②と④が INSS が出張授

業で支援したところである．

①理科「電磁石のはたらき」等の学習で，コイルの

中で磁石を回転させることで電気が発生すること

を学ぶ．

②電気への興味をひろげるため，小単元「電気を作

ろう」でいろいろな発電方法を学ぶ（INSS 直接

支援）．
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表 2 書籍に取り上げる予定の個別テーマ例

中学校

歴史

高校

理科総合A

高校

公民

「人の顔が見えるエネルギー環境教育を

めざして」：学校正門前にある鉄塔を

きっかけにして，人とエネルギーの関わ

り，身の回りの様々なエネルギーへの気

づきに発展させた事例．

「小学校中学年におけるエネルギー環境

教育『電気の旅』の実践を通じて」：産

業の見学先として電気を取り上げ，電気

が家庭に届くまでの仕組みや節約の重要

性を学ばせた事例．

「ふ〜ん，電気ってすごいんだ」：理科で

の電気の学びを，生活を支えるエネル

ギーとしての電気への疑問に発展させ，

エネルギー問題の学習に結びつけた事

例．

「体験で学ぶエネルギー量とエネルギー

効率」：様々なエネルギー形態の 1000J

の体験と湯沸し時の熱効率の測定から，

エネルギー効率などの量的概念の導入を

図った事例．

小 2

生活科

小 4

社会科

小 6

理科・「総

合的な学

習の時間」

中学校

理科

テーマと概要

「比べて考える，これからの日本のエネ

ルギー」：様々なエネルギー政策をとる

国が混在する欧州のエネルギー事情との

比較を通して日本のエネルギー問題を考

えさせた事例．

「生徒が実感をもって課題追究する歴史

的分野のエネルギー環境教育」：高度成

長期の社会を当時の切手や CMから振り

返り，現在及び将来のエネルギー問題を

考察させた事例．

「高校生が小学生に伝えるエネルギー教

育」：理科総合 A でエネルギーを学び，

その中で学んだ理科実験を小学生に伝え

る過程を通してエネルギーや環境問題を

振り返らせた事例．

「高校『公民科』の教科の構造をふまえ

たエネルギー・環境教育の取組」：将来

社会にふさわしいエネルギーを生徒に調

査・追及させ，その後に専門家による情

報提供を行い，より広い視点で再考察さ

せた事例．

中学校

地理

学年

教科



③小単元「生活の中の電気」で生活と電気の関わり

について関心を持たせ，自分の生活の中で利用さ

れている電気を探し，使われ方を調べるとともに，

電気の便利さを再認識する．

④便利な生活を支える電気が届けられる仕組みにつ

いて，「電気を作るために」として，日本のエネル

ギー事情を学び，自分たちにできることを考える

（INSS直接支援）．

⑤エネルギーやエネルギー利用に伴う課題について

まとめの授業を行う．

b. 協力・支援の状況

授業計画の段階から調整を行った．INSS が提供

できる内容は全体構成にも大きく影響することから，

率直に意見交換を行い，INSS の役割分担を決めた．

INSS の出張授業による直接支援の箇所は，理科

教育「電磁石のはたらき」の後半で芽生えた児童の

興味を電気に向けさせるところ（「電気を作ろう」）

と，電気に向かった関心をさらに広く外の世界に向

けさせていくところ（「電気を作るために」）である．

いずれもシームレスな授業展開を目指す教師の目標

そのものに関わる部分であるため，授業案を早めに

提出し時間をかけて調整した．

「電気を作ろう」はいろいろな発電方法を，実験を

通して学ぶ体験授業である．教師と共同で，果物電

池，電子着火，温度差発電など，身近なものを使っ

て簡単に発電できることを体験させ，児童の電気へ

の関心を高めさせた．教師による児童への問いかけ，

再確認が効果的に行われ，要点を的確に押さえて進

めることができた．この体験授業を受けて，担当教

師が「生活の中の電気」の授業で児童に，自分の生

活の中での電気の使われ方を追求させた．そうして，

電気の便利さ，自分たちの生活の多くの部分が電気

で支えられていることを再認識させた上で，電気が

どのように家庭に届けられているのかを問いかけた．

そして，ここで生じた児童の疑問が，「電気を作るた

めに」の出張授業につながる．

「電気を作るために」はコンセントから発電所まで

電気が届けられる道のりをさかのぼって電気が届け

られる仕組みやその仕事に対する人々の関わりを学

び，さらに簡単に日本のエネルギー事情に触れ，子

ども達にエネルギーや環境保全のためにできること

を考えさせる授業である．当初は直ちにこの内容に

入る予定であったが，支援者が「生活の中の電気」

の授業を見学し，そこでの児童の気付き（電気エネ

ルギーは目的の機能に変換されるだけでなく目的外

の熱にも変換され無駄に消費されている）を受けて，

導入段階をこの気付きを振り返りことから始めるよ

うに修正した．前回の疑問を押さえた上で次に進む

ことができ，よりいっそうスムーズに授業を展開す

ることができた．

(３) 得られた知見

この取組を通して次の知見が得られた．

a. 事前調整の重要性

早い段階から教師と支援者が緊密に打ち合わせを

行うことによって，教師が授業によって伝えようと

する意図，教師が期待する支援の範囲や規模，及び

児童の様子や学校の特徴などに関する支援側の理解

が深まった．逆に教師も支援側の応えられる範囲と

能力を正確に把握でき，お互いがそれぞれの状況を

正確に認識したうえで授業に臨むことができた．

b. 相互理解がもたらす相乗効果

教師が支援側の力量・支援範囲を正確に把握して

授業に取り組むことは，授業全体をコントロールす

る教師の安心感，自信につながり，充実した授業を

展開するベースを提供する．また，双方が対応でき

る範囲を正確に掌握し，かつ授業の進展を把握する

ことによって，児童の反応に応じて授業内容をより

効果的なものにするように臨機応変に対応できる．

c. 出張授業においても教える主体は教師

出張講師が進める授業において，教師が児童の視

点で出張講師の説明に足りない点を質問したり児童

に再確認したりすることによって，児童の理解を補

足する場面が多くあった．出張授業といえでも教え

る主体は児童の実態や特性を把握した教師にあるこ

とを再確認した．また，これらの行為は支援者に

とっても児童の反応を確実に把握できるため，安心

感につながる．
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5.1.2 中学校 3 年生「理科」において定量的内容

の導入を試みた事例

(１) ねらい

授業は，エネルギー量の体験や実験を通して，エ

ネルギーの効率的利用の大切さに気付かせることを

ねらいとしている．1000Jのエネルギー量を様々な

エネルギー形態で体験，実感させる．その後，熱効

率を測る実験から，利用できるエネルギー量は全体

の一部にとどまり使い方によっても変化することを

知り，効率的な利用の大切さを学ぶ．

企業等の支援のあり方の観点からは，教師と支援

者がその連絡・調整のほとんどを電子メールで行っ

ても，的確な支援が可能かどうか確認することをね

らいとした．教師と支援者が計画段階から実際の授

業まで緊密に連携することは前例と同様である．

なお，この事例は表 2 の中学校理科のベースと

なった取組である．

(２) 内容

a. 学習の流れ

理科の単元「エネルギー」を発展的に扱ってエネ

ルギー量を体験させ，単元「科学技術と人間」にお

いてエネルギー効率の実験を行い，効率向上に対す

る産業界の努力を学んで締めくくる構成である．②

が INSS が出張授業で支援したところである．

①「エネルギー」の発展として，1000J のエネル

ギー量を，形態を変えて体験する．

②「科学技術と人間」において，ガスで湯を沸かす

ときの熱効率を測定し，多くのエネルギーが無駄

に失われることと実験ごとに異なることを確認し

た後に，発電事業におけるエネルギー効率改善の

努力について学ぶ（INSS直接支援）．

b. 協力・支援の状況

授業に備えた教師の予備実験で出てきた問題点，

科学的知見の下調べなども含めて，授業計画の段階

から電子メールで交互に連絡を行い，内容を詰めて

いった．要点（学校の特徴，育てたい子ども像，出

張授業前後の学習内容，企業への要望・役割分担，

企業の持つ教育資源など）は教師がワークシートを

使って押さえ，相互理解と抜け落ち防止に活用した．

1000J を体験する授業は，位置，熱，電気及び運

動の 4つの形態のエネルギー量を体験する授業であ

る．この授業は教師のみで進められたが，その様子

等は電子メールで次の授業への予備情報として支援

者に伝えられた．

エネルギー効率の授業は班ごとにガスコンロの熱

効率を測定し比較するものである．その後，エネル

ギー変換そのものが仕事である実際の発電所のエネ

ルギー変換効率や，効率向上への地道な努力につい

て支援者が解説を行った．内容については事前に電

子メールで調整ができており，生徒の興味関心に

沿った内容で展開できた．

(３) 得られた知見

この取組を通して次の知見が得られた．

a. ワークシート等を活用して要点を押さえること

によって充実した支援は可能

支援内容の調整は電子メールによるやりとりで十

分行えることが確認できた．ただし，齟齬をきたさ

ないようワークシート等を使って双方が要点を明確

に確認しあうことが重要である．

b. 支援側の専門性に立脚した確かな提案力

的確な支援があれば教師は確実に授業の質を向上

させることができる．しかし，教師が新たな分野へ

の取組を試みるため，学校外の教育資源に関する情

報，専門外の分野に関する科学的な知見を的確に入

手することは手間のかかる作業である．教師の要望

に全て応える必要はないが，支援者個人としてでは

なく，支援者が所属する企業及びネットワークを総

合的に活用した支援・提案は，学校・教師側が企業

に最も期待する支援の一つであろう．

5.1.3 高等学校 2 年生「公民科」において将来エ

ネルギーを考察させた事例

(１) ねらい

授業は，公民科における「現代社会の諸課題」の

学習構造を生かして，将来エネルギーの選択を題材

に主体的に考察し判断することの意義と責任を学ぶ

ことをねらいとしている．将来社会にふさわしいエ

ネルギー源について，調べ学習及びグループ討論後

に一旦意思決定を行わせる．次に専門家の講義を受

けそれを踏まえてグループで再討論を行い，再度意

思決定をする．この過程で社会的合意形成に向けた

様々な課題を擬似的に体験させる．

企業等の支援のあり方の観点からは，講義におい

て生徒に幅広くバランスのとれた情報提供を行うの

は当然として，それでも生徒の心の底に残るであろ

う疑問や誤解を確実に吸い上げ，かつ的確にフォ

ローアップすることの実践にねらいを絞った．

なお，この事例は表 2 の高校公民のベースとなっ
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た取組である．

(２) 内容

a. 学習の流れ

公民科としてのねらいを踏まえて授業は，課題設

定（動機付け）→様々な観点からの追求（知識・理

解）→知識の再構成（関心・意識の向上）→いかに

生きるかを主体的に考える（態度・価値形成），の流

れで進行する．実際の流れは次の通りである．③が

INSS が出張授業で支援したところである．

①生徒はいくつかのグループに分かれる．各グルー

プにはエネルギーに関連する 7つの共通課題（エ

ネルギー事情，太陽光発電，原子力発電など）が

与えられ，グループ内の各生徒は調査を分担する

課題を選択する（動機付け）．

②調査結果をグループ内で発表し，討論を経て将来

社会にふさわしいエネルギー源を各自が選択する

（知識・理解）．

③外部専門家の全般的な講義を受け，再びグループ

内で討論し論議を深める（関心・意識の向上）．

④これまでの論議を踏まえて，個人としての最終的

選択を行う（態度・価値形成）．

b. 協力・支援の状況

教師の意図を受けて，エネルギーやエネルギー利

用に伴う影響に関する主要事項全般を対象とした講

義を行った．範囲が広いため全体的に内容は浅くな

るが，日ごろから馴染みの少ない原子力発電につい

ては高校 2 年生であり十分理解力もあると判断され

ることから，他の分野より若干詳しく説明した．

講義後に生徒の疑問や誤解を確実に吸い上げるた

め，全員に感想や質問の提出を依頼した．特に質問

については必ず何かを記入するように依頼した．そ

の結果，生徒全員から何らかの質問が寄せられた．

これを受けて，感想部分も含めて全ての記入事項に

対して回答を作成して教師に返し，次のグループで

の再討論に間に合わせた．担当教師は取組終了後，

「生徒が真剣にエネルギーのことを考えるようになっ

たのは，講義内容よりも生徒の質問に対してタイム

リーかつ真摯に回答が返ってきたことが大きい」と

の評価を示しており，支援者による適切なフォロー

アップの重要性が確認された．

(３) 得られた知見

この取組を通して次の知見が得られた．

a. 疑問や誤解を確実に吸い上げる努力

講義中にはほとんど質問・疑問がなかったにもか

かわらず，あえて書かせると全員から出てきた．し

かし，説明不十分によるものもかなり含まれており，

生徒の理解状況の確認だけでなく支援者の講義方法

の自己評価のためにも，疑問や誤解を吸い上げる手

段を加えておくことが効果的である．

b. 質問へのタイムリーかつ真摯な対応

上述の教師の評価にあるように，児童生徒の質問

にはどんな内容のものであれ丁寧に答えることが重

要であり，逆に疎かに扱うと弊害を招くおそれがあ

る．また，タイミングも重要であり，必ず回答期限

を確認して行う必要がある．

c. バランスのとれた情報提供・講義の実施

この事例において専門家による講義は INSS によ

るものだけであった．INSS の講義はバランスのと

れたものと自負しているが，それでも第三者的立場

で見れば原子力推進側とみなされる INSS の講義だ

けでは，全体として中立性を欠くのではないかとの

指摘が残る懸念がある．個々の内容だけでなく，状

況に応じて全体構成についても客観性・中立性の観

点から配慮することも時には求められる．

5.2 先行事例の調査

企業等のエネルギー環境教育への支援のあり方に

関連する最近の研究を対象に先行事例を調査した．

以下に代表的な事例として取り上げた 3 つの研究結

果の要点を示す．

5.2.1 「エネルギー環境教育のカリキュラム開発」

に関する研究から

鈴木・石原は，日本エネルギー環境教育学会の学

会誌「エネルギー環境教育研究」（2007 年，No.1

Vol1）において，学校と諸機関が連携する上での問

題点を指摘し，あわせて改善策の方向も提言してい

る．主に企業側から学校を眺めた場合の指摘である

が，企業のあり方の検討にも参考になる指摘である．

問題点としては次の項目があげられている．

・学校側の連携窓口が不明である．

・各学校での要請内容がほぼ共通するため，結果的

に企業への要請が特定の時期に集中し偏る．

・子供に何を伝えたいのか明確に示されないことが

あり，支援側として内容が教師の要望に応えられ

ているのか不安がある．

・学習のねらいに関係なく自校で実施できない実験

や体験的な学習を希望されることが多い．
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これらの改善策として次の方向ニューを用意するこ

と．

・企業側と学校側で十分な調整を行うこと．

・出張授業だけでなく，事前・事後の学習，資料の

準備まで含めた連携を考えること．

5.2.2 「理科教育ワークショップ研究会」の研究

から

福井大学の伊佐を研究代表とする理科教育ワーク

ショップ研究会の 2007年度研究報告書「理科好きな

福井の子供たちを育てる試み」（2008 年）において，

教師側の立場からみた企業との連携授業を成功へ導

く 5つのポイントが端的にまとめられている．

・協力的な企業を探す．

・打ち合わせを十分に（授業のねらいは何か，生徒

は何を知りたいか，どの場面で何を話して欲しい

か，押さえたい用語は何か）．

・丸投げせずに企業人にやってもらいたい内容は授

業者がデザインする．

・話が得意でない技術者には部分を区切って参加し

てもらう．

・驚きや感動のある内容をピンポイントに（「福井っ

てすごい」と子供に言わせたい）．

5.2.3 「企業・NPO における教育支援の取り組

み」に関する研究から

森・吉村（2008 年）は，社団法人「科学技術と経

済の会」のエネルギー環境教育研究会が 2006年秋に

会員企業に対して行った企業の教育支援に関するア

ンケート（143 社中 105 社が回答）の結果を受け，

企業が出張授業で困っていることとして次の 5項目

をあげている．

・児童生徒の授業を受ける姿勢・態度の指導ができ

ていない．

・学校と企業の橋渡しをするコーディネーターが不

足している．

・講師（社員）の育成・スキルアップ・マンパワー

が不足している．

・出張授業の要請時期が集中し対応できない場合が

ある．

・実施効果の評価が不明確で企業にとってのメリッ

トが不明である．

これらは，支援に対する日本企業の本音を表した

ものであろう．

5.3 研究会メンバー等との論議

研究会メンバーとの論議は，メンバー全員が参加

する全体会やメンバーによる授業公開の機会を活用

して行った．

5.3.1 学校・教師の状況に対する理解

論議を通して，学校・教師の状況に対する支援側

の理解の必要性に関して多くの意見が述べられた．

(１) 学校側の取組体制の理解

エネルギー環境教育の実施は学習指導要領に定め

られていないため，学校・教師側の取組体制は様々

である．したがって，学校での位置づけ，教師の立

場を理解して支援を行う必要があり，無配慮に進め

ると，教師の立場を損なったり学校から反発を招い

たりするおそれがある．

取組状況は大きく次の段階に整理できる．取組を

行っている学校でも多くが①の段階であり，日本で

ではせいぜい③の段階までであろうとのことである．

①熱意のある教師が単独または少人数で取り組む．

②熱意のある教師が学年を巻き込む．

③管理職が引っ張ることによって学校全体が取り

組む．

④学校だけでなく地域も巻き込んで取り組む．

(２) 学校側の取組水準に応じた支援の提案

学校側の体制と関連するが，それに応じて取組内

容・水準も変化し，結果的に要求水準も変化する．

学校の取組水準に応じて，どこまでの取り組みを学

校・教師が希望しているか，また対応可能かを見極

めて提案しないと，支援が実情に合わない，たとえ

一時的に受け入れられたとしても継続しないなどの

不具合が生じる．

これについても次の段階が考えられる．

①教科教育の発展として試行する．

②総合的な学習の時間の 1テーマとして取り組む．

③教科と総合的な学習の時間で内容を配分し学年

として一貫して取り組む．

④学校として一貫したテーマのもとに各学年が発

達段階に応じたサブテーマで取り組む．

(３) 学校が受け入れやすい企業姿勢

一般論として，欧州の企業の支援に比べると日本

の企業は，支援の見返りとして何らかの直接的なメ
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リット（企業の政策や商品への理解など）を期待す

る傾向があるのではないかとの指摘があった．また

学校には独善的な価値観を一方的に押し付けられる

ことへの懸念も根強くある．社会的課題に対して貢

献する企業としての社会的評価をより重視すべきで

あり，そのような姿勢が感じ取れる対応があれば学

校としても抵抗感なく受け入れられるとのことであ

る．

5.3.2 学校全体での推進に向けた支援

エネルギー環境教育の定着を図るには，最終的に

は学校全体での取組を目標に支援すべきであり，そ

の観点から企業が配慮すべき事項についても多くの

論議があった．主要な指摘を以下に示す．

(１) 教育としてのエネルギー環境教育の魅力を的

確に伝えること

学校には，学習指導要領で定められた事項以外の

様々な課題・問題に対する教育・指導の要望が寄せ

られている．このような状況下で学校がエネルギー

環境教育を選択するには，それを実施することに

よって学校全体に様々な波及効果があり，負担を負

わすだけの付加的教育ではなく，学校全体の教育の

質向上をもたらす可能性のある魅力的な教育をある

ことを適切に提示していくこと，ならびにそれを可

能とする適切な事例，教材等が求められるとの指摘

があった．

(２) 地域特性を踏まえた支援

学校全体で推進するには保護者及び地域の理解が

不可欠であり，地域の実情も的確に把握する必要が

ある．保護者が取組に賛同しない限り活動は進まず，

そこをおろそかにすると児童生徒と保護者間または

学校と保護者間に微妙な摩擦を引き起こす可能性が

ある．中学校で取り組む場合，校下の小学校におい

ても実施されていると垂直連携が可能となり，推進

しやすくなる等の指摘があった．

(３) 一貫してぶれない継続的支援

エネルギー環境教育を定着させるには，学校全体

の土壌づくりだけで 2〜3 年は要し，軌道に乗るまで

長期的視点で取り組める環境がないと定着しない．

一方で目に見える成果がないと教師にも児童生徒に

もなかだるみが生じる．このため，導入初期は節

電・分別リサイクルなど成果が一目で分かる取組，

活動的な取組を多く取り入れ，そこから徐々にカリ

キュラム全体を態度形成等を目指したものに整えて

いくなど，学校側の取組も進展とともに変容する．

支援側も腰を据えて学校側の成長を見守り，長期的

視点で付き合って欲しいとの指摘があった．

(４) 未来を語るエネルギー環境教育への支援

エネルギー問題，地球環境問題の深刻さを児童生

徒が身近なものとして捉えるのは困難である．一方

でその解決に向けた取組も複雑かつ多岐にわたり，

教師個人の知識で全体像を把握することは困難であ

り，取り扱いを誤ると省エネの必要性だけに課題を

矮小化したり出口の見えない夢のない教育に陥った

りする懸念がある．この分野に精通する企業として

の専門性を生かし，教師が明確な展望を持って将来

社会を児童生徒に考えさせられる教育への支援こそ

が，求められる支援ではないかとの指摘があった．

5.4 企業等のエネルギー環境教育への支

援のあり方に関する検討結果

前述の 3 つの検討から得られた知見を，全体的な

支援のあり方と，最も頻繁に行われる支援形態であ

る出張授業の 2つの観点からとりまとめた．

(１) 全体的な支援のあり方

a. 相互に知り合う姿勢を持つこと．

教育を取り巻く現状，学校の状況を理解すると同

時に，教育資源としてみた場合の自らの能力，可能

性及び限界を率直に示す．

b. 授業主体は教師であり，授業の主役は児童生徒

であることを忘れないこと．

企業は支援者であり，目標の達成に向けて授業す

るのはどんな場合も教師であり，対象は様々な発達

段階にある児童生徒である．

c. 持続可能な社会の建設に貢献する企業としての

姿勢が感じられること．

企業理念だけでなく，会社の代表として最前線で

支援に携わる関係者自身から同様の姿勢を感じ取れ

ること．

d. 中立性・客観性を絶えず意識すること．

学校は児童生徒の背後にいる保護者だけでなくマ

スコミ等からも批判を受けやすい立場にある．客観

的事実・情報を伝え，判断はあくまで相手にゆだね

る姿勢を持つ．

e. 学校のニーズ・要望に応えられる効果的な教材

の準備・開発，体制の整備に努めること．

積極的に支援する立場をとるのであれば，学校が

求めるものをあらかじめ考慮し準備しておくのが望
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ましい．学校が求める観点は突き詰めると学校にな

いもの，学校では実現できないものであり，次の

キーワードで代表できる．

①専門性・本物

②感動・インパクト

③実物・実体験・実感

④新規・最先端

f. 長期的視点で継続的に支援すること

学校教育の連続性，学校側の計画に配慮して支援

を用意する．支援が提供できなくなる場合は関係の

学校等に速やかに連絡する．

(２) 出張授業における留意点

a. 準備段階

結果の良し悪しは準備で決まる．次の項目に留意

して綿密に行うこと．必要に応じ，要点をワーク

シート等で確認しあって進めることが望ましい．

・地域状況の理解．

・学校の目標，児童生徒の状況の確認．

・授業のねらい・意図の把握．

・支援をする時間前後の授業内容の確認．

・教師と支援者の分担の調整・確認．

・疑問の要点をまとめたり質問を引き出したりす

るのに活用する資料・機材の準備．

b. 実施段階

多くを任される出張授業の講師といえども教師の

目標達成に協力する支援者であり，教室は支援者が

存在をアピールする場ではないことをわきまえ，次

の項目に留意して与えられた任務を遂行する必要が

ある．

・当日までに学んだ事項，それを受けて当日に伝

える事項の再確認．

・与えられた時間の厳守．

・教師と適切な連携し児童生徒と一体感のある授

業につとめる．

・座席表の用意，個別の児童生徒の特徴等を確認

しておくことは円滑な進行に役立つ．

・社会人の代表としての意識と信念（個人の信念

を求められたときに語らないことは会社の論理

だけの人と見なされる）

c. 実施後の段階

児童生徒への影響，教師の最終的評価は，実施後

のフォローが適切化どうかで決まることを念頭に，

次の項目に留意して丁寧に対応する必要がある．

・児童生徒の疑問・質問にはもれなく丁寧に答え

る

・回答が確実に児童生徒のもとに届けられるよう

事前に期限を確認しタイムリーに返す．

・教師から良かった点，悪かった点等の指摘を受

け，次回に生かす．

6. 結論

4つの目標に対する関西地区の研究会の実践結果

の結論を以下に示す．

①学校全体の取組事例として，木津川市立山城中

学校の取組を出版することができた．個別の取

組事例についても，理科・社会科等の教科を対

象に小学校から高等学校までの内容を網羅した

事例集を出版する計画である．

②研究会メンバーへの INSS の支援の実践，先行

事例の調査及び研究会メンバーとの論議によっ

て，企業等のエネルギー環境教育への支援のあ

り方をとりまとめることができた．

③上述の出版，学会発表及びセミナー等での報告

を通して成果を教育界に広く発信し，エネル

ギー環境教育の普及促進に寄与できた．

④研究会の活動に参加した教員メンバーは，地域

だけでなく学会活動等においても活躍しており，

人材育成の目的も達成できた．

7. おわりに

8 年間の活動を通して主要メンバーはエネルギー

環境教育の地域リーダーに育ち，京都地域のエネル

ギー環境教育の発展に大きく貢献できた．今後はさ

らに活動を京都地域だけに留まらず関西全体に広げ

ていくのが，この研究会の課題でもあり目標でもあ

る．

この目標の達成に向けて，平成 20 年 4 月に研究会

の拠点を大阪地域に移転し，新メンバーを迎えて新

生研究会として再出発したところである．おりしも

ゆとり教育を見直し基礎基本重視に向けて大きく舵

をきった新学習指導要領がこの 3月に公示された．

これに伴いエネルギー環境教育のような教科横断的

課題を扱う「総合的な学習の時間」が削減されるこ

とになり，今後は教科教育での取組がますます重要

なものとなる．新生研究会においても新学習指導要

領に対応した実践をいち早く積み重ね，教育界に提

案しいく必要があると考えている．
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